
第 2号‐様式(1)一①

(単体発注・事後審査型 )

部覇港管埋組合一般競争入札公告第25孝

地方自治法 (曜本轡22年法律第67み)第 234:条第 1項の規定に.1り 、 ‐般競争入本L(以下「入オと」という。)
を次のとおり実施する。

イ令イH5有i9月 6辮

1 入本とに付する事項
(1) 業 務 名 那覇港現場すt村業務姿託 (R5-4)

(2) 駿   行   場   所 】お朝港全域
(3) 業 務 内 容 ガⅢ薪港における工事の現場技術業務委祗

(4) 嬢   行   抑〕  閥 契約日t′ ,翌 曰 くただし、契約目の翌日が逮今、′,休日に当たるときは,逮金F)体 旧め球日Ⅲ持ヽお,令稗S年 8月 29ロ ユで

(5) 設 計 金 額 12,540・ F円 (税込)

(fⅢ ) 資 格 審 査 方 法 事後審査聖 ※本業務 |ま、競争参熟資格の審査を入本L執行後 tこ行 う。

(7) 最 低 制 限 イ山 格

本人札案件は、最低制限価格が設定されているた夏)、 最低制限価格未満の人札考は

落本と者となることができない。
※「最侃十1:眼価格の算店tこ開する運用すこついて」
(https1//nahaport.jp/1ヽ usiness/cclltrac t/)

(8) 漉 用 す る 技 術 者 半 鶴
令イいる年3月 設計業務

萎託等批,げ者単価

※本業務の予定価格はオ記に示す設計業務萎託等技術者単価

を適用して積算 しており、人札参舜者は同半価を適用して見

積 りを行い入札すること。

(9)

そ の 他 適 用 の あ る

法 令  ゝ 制 度 等

(※本案件 1ま、右表のう

ち、●Epを付した制度等 l'う

適用がある。 )

議会議決

本業務 tま、議会の議汲に付
―
ナベき契約及び財産¢取得又は処分

に関する条例第 2条の規芝に基づき、議会の用意の議決を要す
るため、落札決定後ユま仮契約を締結 tr、 議会の同意の議決を経
て通角,したときに本契約となる。

準備手続き
(予算成立前)

本手続きは、次年度当初 (補正)帝算成立を前提とした年度報
始 (予算成立)舗からの準備手続きであり、予算成立後に効カ
を生じる事業である。従つて、議会において当初 (補正)予算
実が否決された場合は、契約を締結しない。また、次年度当初
(補正)帝算成立後ここおいても、円熊文出金に係る交付中議等
の手続きの関係 に、入札を延期する場合があるぅ

準備手続き

(交付決定前)

本手続き,ま、国庫支出金に係る予算使用を前握とした事前準備

手続きであり、交付決定後に効力を生じる事業である。従つ

て、交

`ヽ

:^葺
ヨ詰等の手続きの関係 と、入札を妊期する場合があ

るじ

準備手続を

(繰越承認苗)

本手続きは、議会における繰越承認を前提とした事前準備手続

きであり、議会承認後に効力を生じる事業である.従つて、議
会において本業務に係 5千算の繰越求認が不決さ津1,た場合は、
入札を廷期又は中止することがある。また、予算の繰舷承認後

においても、郵車:支基金 tこ係る農越 (望横)手続きの欝鞣上、
入札を延理する場合があるぅ

債務負■4す為業務
本業密 ti、 償務食担行為に係る契約の特期の迪用を受ける業務
である。
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2 入卒と参デ」昌資′1各
次に定め心要件をすべて満たしている有資格業者であることり

業

務
実
績

(1) 業 韓 区 分 土木関係ヨンサルタント

ガお朝港管理組合の填1豊 ,建設コンサアレタント等業登録業
者ネ締において、差記の凄録を有するものc

(2)

膜ll亀・建設章ン■''デ
ント

等人札参加資格名簿群録年
度

令和4こ S年度

(3) 登 録 業 種
港湾及び空港   かつ
施工言「画施工設備及び嶺算

(4) 地方白治法施狩令第16了条のこの規定に該当しない者であること。

(5) 人札四から当該姿証の毒札決定日表での間において、刻
`朝
港管理組合の指峯停止措越を受けていないことし

(6)
会社更生法に基づき更生手続き開始のキ立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続き開始の申立

てがなさ章1)ている者 (手統き開始の決定後、人札参力H資格の再認定を受イ|ている者を除くt)ではないことっ

(7)
警森当局から、採力国員が実質的こと経営を支蛇する建設業者又はこれ |こ準ずるものとして、那覇港管理親参発

注I事等からの排除要諦があり、当該状批が雛続している者でないことfを

(8う

入札に参力∃しようとする者の問に以下の基準のいず孝とかに該当する関係がないこと.

なお、以 ドの引係がある場合に、辞選する者を澱めるた夏)に 当事考間で連絡を取ることは、』;窃港管理組合義今

契約入札心得第 3条葬 μ項の規定に抵触するものではない。

ア 資本関係
次のいずれか :こ該当する二者の場合.

(a)子会社等 (会社法 (平成 17年法律第86号)第 2条第 3ォブ̂の 2:こ現惹する子会社等をいう。以 ド同じ6)
と親会社等 (輝条嘉 4号の Eに規定する親会社等テと'い う。以下葺じc)の関係にある場合
(b)机会社等を同じくする子会社等同社の関係 :こある場合

イ 人娩剥係
次のいずれノかに該■する●者の場合。ただと_′、 (a)については、会社等 (会社法施行規員け(平成 18年法務

省令第 1£ 号)第 2条第 3項第 2号 ここ規定する会社等をいうぅ以 ド同じぅ)の ^方が民事再生法 (平成 11年

法律第22Ь号)第 2条第 4号に規定するキll生手続が存続中の会社等叉t京更生会社 (会社更生法 (平戯 14年
法律第154子)第 2条第 7項に規定する更生会社をいうG)で ある場合を除く6

〔ュ)一方の会社等の投長 (会社法施行規員む葬密条第 3頂第 9号 |こ規定する投員のうち、次に掲 tゴる者を
いうゥ以 ド同じっ)が、他方の会社等の役曇を現ここ兼ねている場合
1〕 株式会社の取締役cただし、次に掲げる者を除くc
O会社法第2条第11号の2に規定する推容等姿員会設障会社における螢査等委員である取締役
②会社法第 2条第と芝号に規定する指″l委員会等設置会社における収締役

③会社法弟 2条第15勺 ^に規定する社外取締役

④会社法第348条第 1項 tこ規定する定款に男|1段の定めがある場合により業務を執行と′ないことと

さヤ1メている取締役

2)会社法第402条に規定する掃名委員会等設置会社の執行役
3)会社法第575条第 1項に規定する持分会社 (合名会社、合性会社又は合同会社をいうの)の社長
(同法第590条第二項に規定する定款とこ別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされ

ている社員を除く。)

4)組合の理事
5)その他業務を執行する者であつて、 1)か ら4)までに掲げる者に準ずる者

(b)一方の会社等の役長が、地方の会社等の弐事再生法嘉64条嘉2頂又は会社更生法嘉6子条第 1項の規定に

より選任さ孝R′た管財人 (球 ド■に管財入という。)を現tこ兼ねている場合

(●)^力の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現tこ兼ねている場合

, その他の入札の道正さがL降常さ烹Rすると認められする場合
組合 (共隠企業体を含む。)と その構成員が同一の入札に参加 し●ている場合その他 ri記ア又はイと隠視

しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合じ

(9) 地 域 学_■ 件
】卜朝韓f、 浦添事、糸満車、豊ノ用と城‖f、 商城事、甫鳳原町、人童瀬町、与】卜原町、生野湾

市、西原 lT内に本店があることfi

対  象  期  間
白 平成25年4月 二日 芹記の却]問内に下記の対象業務を請負い、完成。引波しが

完 rt/た業務実績を右すること至  令下Hる年9月 20日

対 象 同 種 業 田・県・市厨r村 '白 治体で構成された縦今等が発注した土木 ^式工事の現場技術業務

(10)
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(11)

鯉
置
予
定

技
術
者

備 考

次の (ア )~『イ)を満たす管理技術青を雪こ置すること3
(7'〕 下記ここ揚げるいずれかの資格を有すること⇔
④技術十 (稔合技術監却部脚 :毯設部ドロ科日)叉は (建設都薄)
③一紋上本施工管理装士

③蛋GCM又はRCCMと 胴等の能力を狛する青 (技術十部門と同様の建設魂iF毎に艘る)

0発注者が上記①～③と口等であると認めた者
(イ )(10)1こ揚げる業務実績をI件以上有していること

次の (ア )(イ )を満たす担当技術者を離置することっ
(ア )下記ここ1場 t,今るいずれかめ資驀をイl→

~る
こと.

0技術十 (総合技術監理誨
`藩

:建設湘
`F写

朴目)又 tま (建設碧
`門

)

②一級土木施工管埋披上

③RC魏天|よ R募苅と同等0)縫力を有するな (技術士喜;欝 と同様のこ設部湖!二限る)

③発注者が Ltte～○とll等で左)る と認めた者
(イ )(10)に揚げる業務実績を1掛'以上有と/ていること

(1全 ) 取 抜 け 案 件
以下の業務を落札した者は、本業務の藩札者となる とはできない。

郎蒻港現場横情業務委託 〔よう奉)  (今和 5年 9月 ら‖奪
“

覇港管理組芦一般碇舎入札公告第二4号 )

8 設計図書等の雌猪f、 質問及び回答

4 資格確認申請普等の提幾

設 計 図 書 等 の 酉こ布

期 間 麹 令下H5年9月 6日  欲 ) 不 令和5年 9月 20層 (水 )

配  布  方  法 那朗港管理組合ホームペーデ|こて蛭雄ゞするゥ (htt,Eイ/naha,。 ri,jP/3

配 布 場 所 ・

聞 い 合 せ 先

ガヽ窮封f通常町 2者 と撃A3階

那覇港管理細合 総務部 総務課 婢務班
電話 098-868-2573

質 問 ・ 同 答 鞘 間 等

(1)ア、キL `契約二手

続に関すること

那覇市通堂鮮〕
‐
2番 玉号  31培

那窮港管理縦合 総務部 総務諜 財務衷
貝三昇喬  098-868-包 573      粧rAX  098-868-全629

(2)上 記 (1)以 外

に 関 す る こ と

那薪市通(照 1‐ 2香 1号  2聯
那覇港哲選組合 企画建設郭 市1題建設課
:也言番  098-368-0336

提 出 期 閥
白 令和5年 9月 6瞬 (水 ) 至 令和5年 9月 とと輝 (本 )
上記報間の■日及び祝 日を除く毎嗣、 9時から17時まで。

提 出 場 所 L記 (1'に 同じ.

提 出 方 法 電送 (mx叉 |まメーオ (chi_touma20230nattaport.jp))叉 熱持参

回 答 方 法
那覇港管理糸巨合ホーブ、ベージ (https1//nahaport,こ p/)及び L薇 (1)に
おいて、以 下の期‖町、閲覧とこ与をする。

圏 笞 期 間
Ш容 日から  令不H5年9月 2と 藤 (本〉  まで
上記妙子関の上日及び机 層を除く毎日、 9時かふ17蜂までど

資 オ各 確 認 申 請 書

本競争の参舟希望者は、次の暮穎を期限ハ,に提出することど
なお、井:猥までに提出がない場合、本競争に参雄することができないぅ

提 出 き 類
① ^段競争入札参難資格確認申諦書 (第 3を・様式)
②返信用対筒 (′入本と結果通知用(84判拐手難付))

提 出 期 間
ぬ 令和5年 9月 6臣  (水 ) 至 令イH5年9月 20日 (本 )

I上記理問の上日及び祝 日を除く毎日、 9韓から16時までc

提 出 場 所

那零市通常W丁 2番 1學^3階
那覇港管駐糸日合 総務部 総務課 "務班
電話 09静868-2578

提 出 方 法 持参又は翼i送 (一般普留もしくは調易普留)

提  出 部  数 1曹番
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八  札  報  日  等

人  本と 方  法

本業務は、紙入札 tこより実施する。
入札書等 tま、あらかじめ指定する日に西こ達されるように (「配達爵補

ど郵便姪)、 「
‐般書雷」又 |ま 「簡易書雷」のいず漁′かの方法により鄭

送すること。持参や蓄通郵 1費等で提出された場合、無助とする。

提 出 書 類
①入札書

③業務費内訳幕
酉こ 達 指 定 爾

(入 |と 贈 )
令和5年9月 21爾  (本 )

宛 先

〒90併 003ろ  那覇市通生町 2番 1号
那覇港哲選組合 総務部 総務課 財務班
電話番号 尋9886耕2578

入 札 書 に 言己載
す  る 今  額

落春と決定にあたつては、人札書に.と
1載された金額に当該金額の100分の

10に相当する額を癖算した金鎮 (当該金筆に1…弓未満の端数があるとき

|ま、その端数金額を勢り捨てえ金額)を 三ぅつて落札価格とするので、人
本と者は、消費税及び地方消費税とこ係る報税事業者であるか免載事業者で

あるかと蔚わず、兄転もつた契織希望金額の■0分の100に相当する金顎

を入札普に記載すること.

入 本しに 関 0‐ る

注  意  事  項

ア 入札普のくじの数学 (任意の数宇 3汚)は、測鎮くじ十11選が発生し/
た場合に使用するため、必ず記入すること。

イ 配逹補定日以外の瞬すこ届いた入札普及び業務内訳書とよ、受理 tマフな

を .ヽ、

ウ 入
=し

書の日本すは、開
=L旧
を記入すること.

業 務 費 内 訳 書
の   提   出

F第 1厩 ヨの入札に殊とン、入札書 tこ記載さ岸R′る人札金額に対応 した業務
費内試書 (様式自由)を提出すること。
イ 業務黄内訳書には、/′

~成
年月日、項日、員数、半価及び金額を夢〕とュ

かにし、南号又はネ称並びに住百を記載すること.

ウ 業務貴内訳書に,ま、代表著印を押需
'す
ることc

工 管理者 (これらの者の補助者を含むc)は、提出された業務費内訳
書について説明を求めることがある。

入 札 の 無 載
本公告に示した競争参力H資格のない常のとフた入札、資格確認申諦幕等にと鶴の記載をした

者の tソ′た入本し及び入札に関する条件に連反 t▽
′た入札 :ま、無助とする。

入 札 の 辞 退 等

資格確認申請書の提出後、濶
`合

により入札を辞退する場合tま、,H札 田時までに入
=し

講選屋

を提出すること。
また、落札決定までの闘にr由の業務を落札 tソ′たことによりll己置予定技術者を本業務に雌置

することができなくなったときは、直ちとこ線告することこ。当該報告がなく、本人札の手続き

が落札般定まで至うた場合、指ネ停 上措置要領に基づく指ネ停 上を行 うことがある.

の 他

ア 幕札侯輔者がいない場合tま瀬本と後直ちtこ再度人札を荷 うので、再度人本とにモⅢ参方置する

場合は、開札時,点から立ち会 うことc初度の開札時に立ち会わない参理者は再度入
本Lを辟迷したものとみなし、再度入本とふの参力口を認めないど

イ 代逃人が入札する場合熱、入札を行 う舞に委任状及び自己の
=「

盤を持参すること9

ウ 姿任状には、業務名を記入すること。
工 喜責入札参加者叉|ま再支入札参雄者の代理入とま、当該入札に対する他のキ衰入札参

加者の代理をすることこはできない。

オ 再度入札黛、 玉郵
')み
とする。

5 入札手続き等

開     |し      瀾 輯 令程5年 9月 22瞬  (金) 14:00 薬入本と書ア)日付

那覇港管理組合 2階大会議室
韻入札帝は、開札に立ち会 うことができる (再入札に参加する場合は、開札時点から

立ち会うこと)。
聞   札   場 所

|

δ  Fァ厨lヽと

4/7



7 資驀確認資料 (アう提出と競争参加資格の審査

落 札 候 補 者 の 選 定
及 び 事 後 審 査 の 実 施

開本と後、碁本し者の決定を鋳と留 t_.、 予定価格の範露内で有助な最低の価格をもつて入札を

行つた者 (以 ド「落本と候補者こというど)ん ふヽ嘘に競争参力日資格の審査を行 う。落札候補者

は、期限までに資″
‐
各整認申i音彗等を提出と/ない場合、競争参加資格がないものとする。

なお、暮札供補者 ti上位から順に 3新 (上位の者と同額の群が複数いる場合tiこ の限りで

ユまない。)を決定 し資格確認資料を求めるが、通幣者が確認できた時点で、次順位以降の者
の競争参舜査格の審査は行わないものとする。

逓   知   日 令和5年 9月 20コ (全)17:OO 衰で (予定)妊井i象業者あてi並知する=

提 出 期 限 今不瞬5年 9月 26需 〔火)15:00 ま む

提 出 書 類

◇魏世了′定技術音の資格等 (様式 1)

②業務実績 〔様式2)

⑥ 資岳確認中講書 モ第3サ様式〕の資梓確認の各項扁に記載t´た必要書類

提  出 部 数 1帝善

提 出 方 法 原則、荷参

提   出  先
〒900-Э935  ガh朝 市通士]r‐ 2香 1サ
那覇港管理組合 総務部 総務課 財務班
竜講番 号・ 09336群 2573

競 争 参 加 資 格 の 確 認

競争参力障査格サ)確認は、謝札後、申講壽等の提出蒻眼の日をもつて行 うものとし、その結

果は以下の博までに普面により通佑「する.

令和6年 9月 宮3日 (本)(設定】

なお、落札侯補章に
W,いて競争参竜r資格が確認さ岸1′適1各者であることが確認できた場合

厳、落本と者決定通知をもつて資格確認絆呆の通知に代たるものとする。

落 札 者 の 決 定 方 法
事後審4め結果、落札錠構者が競争参力瞬査格を満たしていると確認モノた場合は、当該落札
候補者を落札者とする。また、その結果は、全入札参カロ者に通矢「する。

競争参期資格がないと認め

られた者が始の理由(ェ対し

て 不 服 が あ る 場 合

脱争参殉欝資格がないと認めらオ1,た帯は、管理章に対 して沈争参勇‖資格がないと認めら漁′た

醜 lす について説明を求めることができる。

管理者は説り〕を求めとこれたときは、音情を申し立て期限の翌瞬か基起算して 5日 以内 (休

日を除く)に説明を求めた者に対と/、 書面により園答する。

提 出 期 限
競争参方r安格稚認結果の通鋒を行つた日の翌日から週算とンて5日 以内

(休 川を除く)とする。

提   出  先 芳ヽ朝港管理組合 総務引; 総務謀 財務斑

提 出 方 法
書面 (様式白当)を持参することc到

`送

又は竜送 (メ ールやFAX)に よ
るものは受 |す rヽす|す ない。

本 入́ 札  に 係
資 料  の 取 扱

る

とヽ

ア 資格確認申講書等の作成及び提出tこ係る費用は、提出精の負担とする。

イ 契約担当者は、提出された資驀確認申請普等について、競争参カロ資務の確認以外に

提出者 ,こ無断で使えとンないG

ウ 提出された資格確認申請書等難、返却 t▽ンない。
工 批出薪戦内に限り、姿格確轟中議書等の修正、たと誉え、迪力日、・司提出を謡める。

オ 提汁1嬢根を過ざた場合、資格確認申請普等は受け付 ,すない。

力 資格確認申討等等の受即後、書類内容を警洋し、書項の記載漏漁′や添付漏津R,等が

あつた場合は競争参加資格無 士_´ となり、落札者となること,まできない。

キ 資格確認申講書等に逮偽の記載をした場合、指名停二帯‖要領に基づく指名停止

を行 うことがあるぅ
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8 入札保証金及び契約保証金

入 札 保 証 金

入札保証金の金額等は、現金又とま管理者が控実と誌める有価証券等をもつて見積る契約金

額の100分の5以上を納付するものとする。ただし、次正)いずれかに該当する坊合は、人札保

証金の納付を免除する.
ア 保険会社との間に組合を被保険新とする入札保証保険契約を締結 したときっ
イ 国 (独立行政法人含む。)又は地方公共団体とその種型及び規模をはぼ同じくする契
約を締結した実績を右し、こ才1メ ふのうち過去 2衛年の間に履行碁眼の到来した二以上の

契約を全て祓莫こと渡行 した者.

なお、次の帝 iま人札 tこ関する条件に違反 とンた :うのとと/て、その人札を寒効とする。

〔生)期限までに入本と律証金 (¢う納付、若 しくは納付に代わる li記ア、イのいずれかに係る

書類の提出のない者

(か 入札保証全の金額等が ti記の条件に満たない場合

(3)入札保証金等の納付等ここ係る書類に不備があつた場合          ′

また、一度提十1された′入札保証金の納付等の変更はできないものとする。

※ 入札保証全を免除した落札者が契約を結ぼない場合、損害賠償金をして、入札令禁に

消費1地及び地方消費税をlJ lえた額の100分の 5を邦窮迭管理組合にネ
'J付

とンなけぷ′ばならな

|｀ c

産イにより入本と保証金の免除を受ける場合は、様式 「地方公共
lヽll体等契約状況確認」を

提崩すること.

提 出 報 限 令和ら年9月 20爾 (本)17100 まで

提 出 先

〒900-0035  那覇市通堂ll「「密番 1号

郎覇港管理組合 総務部 総務謀 財務斑
電話番を 09許8682578

入 札 保 証 金

(現 金 納 付 )
提 出 方 法

ア 「入札保証金納付書発行依頼書」を持参すること
章要事前逆締

イ 組合が発行する納入 i逸無書により金融機関で保証金を

納付 し、領 ll更普 (写)を
'i記

期限までここ提鍵するこ

とG

入札保 F韮保険証券・入

札保証書・地方公共圏

体等契約状洸催認資本I

提 出 方 法
持参又は郵送 (配達が確認できる方法にて送付するこ

と)

保 険 期 F‖弓

保 証 期 FRB
開|し 田から2か月とこお

｀
る,

有 fl聰

‐
証 券 等

受入 口時・受入方法等の訓整があるので、事前に Lttfユ当課まで連絡

すること。

契 約 保 証 金 免除 (那覇港管理細合契約規員」第 4条第 二項第 9号による)
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を轟挺壱争無彎雪霧携饒盛隼蓬機驀等ご醤辱残匿辮蒜
頼する場熱 2`醜―げる
蔵置しなければなら|ない。

された場合の外は、

れ たさジ よ r, に1朧置予1定技術者―愈箕績 い事実筆が確認・‐
,…る連反関クア ネ1等ほ

ヤ｀な があと る。

と病気 でやむ と てし 承認を得な死亡う還職等の場合
えは課められないさ

係る契約憩(落札者の決室後、7日以
したとき蔵この1限 ,で ,まない。

る。ただ上ァ、管燕者が特に

と

(

う

定価格吟1算定は、
じを変更1業務価格譲た

は、報饒1港管理組舎競争
し、これを選守すること。

八札心得、■1本設計
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